
令和４年（2022年）8月26日

つくば市長 五十嵐 立青

つくば市が目指す「まるごと未来都市」
ーつくばスーパーサイエンスシティ構想ー



市勢とヴィジョン



➢ 人口

251,281人
年間約４,000人増
（令和４年7月1日現在）

➢ 国際研究学園都市

20,000人
150

8,000人

研究機関

研究関係者

博士号保持者

10,000人 外国人





これまでの取組み



インターネット

投票



学校での
体調管理
デジタル化

児童・生徒の
健康を守る。

LEBER for School



6/14

モビリティ、
ロボット活用

①



モビリティ、
ロボット活用

②



6/14

モビリティ、
ロボット活用

③



自動配送
ロボットによる

荷物配送
サービス



課題



ネット投票 パーソナルモビリティ

マイナンバー



解決策としての
スーパーシティ



つくば市役所

国研・民間研究機関

中心部
（つくば駅周辺地区）

周辺部
（宝陽台地区）

グリーンフィールド
（70街区）

先端的サービスのデータ連携によるま
るごと未来都市構想 中心部

（筑波大学周辺地区）

先端的医療介護サービス
（つくばヘルスケア）

人生100年時代に自立していきいきとした生活を

先端的行政サービス
（つくばトラスト）

データ駆動型の地域共生社会を

先端的物流サービス
（つくばポーター）

どこに住んでいても快適に買物ができるまちを

先端的移動サービス
（つくばモビリティ）

必要なとき、必要な場所へあらゆる移動手段を 安全で持続可能な都市空間を

先端的防犯・防災・インフラサービス
（つくばレジリエンス）

都市OSを活用した
先進的データ連携基盤

地域課題を克服するための
大胆な規制・制度改革

社会全体が支え合う
「誰一人取り残さない」精神

マイナンバーカードを活用する
共通デジタルID（つくパス）

大学・国研連携を中核とした
スーパーシティエコシステム

周辺部
（小田地区）

「つくばスーパーサイエンスシティ構想」コンセプト



「つくばスーパーサイエンスシティ構想」の6分野

行政移動 ・ 物流 医療

デジタルツイン・まちづくり防災・インフラ・防犯 オープンハブ

● パーソナルモビリティ・
ロボットの本格導入

● ロボット・ドローンに
よる荷物の自動配送

● インターネット投票

● 外国人向け多言語
ポータルアプリ

●災害時要支援者の
迅速な避難誘導と
医療連携

● 先駆的な３Ｄデジタル基盤の
構築とサービス提供

● 外国人創業活動支援

● イノベーション推進の
ための国立大学法人の
土地建物の貸付

● 調達手続の簡素化

● マイナンバーなど
を活用したデータ
連携による健康・
医療サービス

（関係法令）
道路交通法、
道路運送法等

（関係法令）
公職選挙法等

（関係法令）
マイナンバー等

（関係法令）
道路法等

（関係法令）
都市計画法
建築基準法等

（関係法令）
出入国管理法
国立大学法人法等



つくばモビリティ：必要なとき、必要な場所へあらゆる移動手段を



つくばヘルスケア：人生100年時代に自立していきいきとした生活を



つくば市スーパーシティ型国家戦略特別区域推進本部
（意思決定）

本部長
五十嵐 立青
市長

アーキテクト
鈴木 健嗣
筑波大教授

CYBERDYNE

山海嘉之氏
＜社会実装＞

DBJ

竹森祐樹氏
＜事業性確認＞

NEC

永野善之氏
＜データ連携＞

日本総研
船田学氏

＜ファイナンス＞

筑波大学
浦嶋将年氏
＜インフラ分野＞

産総研
比留川博久氏
＜モビリティ＞

つくば市スーパーシティアーキテクト会議 エキスパート

KPMG

平田和義氏
＜行政＞

筑波大学
西山博之氏
＜医療福祉＞

つくば市

スマートキャンパス 未来都市プロジェクト

大学

大学、国研民間企業等
と強力に連携

防災科学技術研究所

農業・食品産業技術総合研究機構

産業技術総合研究所

国立環境研究所

科学技術振興機構外国人宿舎

物質・材料研究機構

宇宙航空研究開発機構筑波宇宙センター（JAXA）

建築研究所 等

国研

会長：大井川 和彦 茨城県知事
五十嵐 立青 つくば市長

会員数：77機関（2022年６月現在）

つくばスマートシティ協議会

一般社団法人日本経済団体連合会
株式会社日本政策投資銀行
G20 Global Smart Cities Alliance

民間企業・団体

筑波技術大学




